
安定性を考慮したモデル選択法について

―法人企業統計の事例―

高岡　慎∗

2012年 9月

概 要

多くの官庁統計で利用されている季節調整プログラム X-12-ARIMAでは、新規
データを追加した再計算に伴う過去の季節調整値の改訂幅が小さいという意味で「安
定的」な季調値を算出するために、定期的な内部モデルの選択作業が必要となる。
しかしながら、近年では不安定な経済情勢を反映した不規則なデータの変動のた

めに、定期的なモデル替えが安定性の点で必ずしも良好に機能せず、モデル替え自
体が原因となって過去の公表値に無視できないほどの大幅な改訂が生じるケースが
生じている。
財務省によって公表されている法人企業統計調査では、こうした問題に対応する

ため、平成 23年 10-12月期調査（平成 24年 3月 1日公表）から安定性に関する条
件を加味した新しいモデル選択法を採用している。本稿では、この新しいモデル選
択法について説明するとともに、いくつかのシミュレーション結果について示す。

1 はじめに

法人企業統計四半期別調査では、季節調整値を算出する際に米国商務省センサス局開

発の X-12-ARIMAを利用している。X-12-ARIMAの使用にあたっては、時系列予測の

ための内部モデルである RegARIMAモデルを、データの特性に合わせて適切に選択す

る必要がある。一般に内部モデルの設定が適切であれば、モデルによる短期予測の精度

が向上し、安定した季節調整値が算出される。ここで季節調整値の安定性とは、新規デー

タを追加した上で再計算を行なっても、過去の季節調整値が大きく改訂されないことを

指すものとする。
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法人企業統計では、モデルの次数を一定の範囲に制約した 81通りの候補の中から、AIC

を最小にするという意味で統計的に最適なモデルを選択するモデル替え作業を、年 1回

程度の頻度で行うことにより、モデルの適切性を確保する方針を採用してきた。しかしな

がら、近年ではリーマン・ショックなどの不安定な経済情勢を反映した不規則なデータの

変動のために、定期的なモデル替えが必ずしも良好に機能せず、モデル替え自体が原因

となって過去の公表値に無視できないほどの大幅な改訂が生じるケースが目立っている。

最新のデータを利用して過去に遡及して推定される季節調整値は新しい情報によって

更新された推定値であるので、過去の季節調整値はそもそも逐次的に改訂されるべきも

のであって、改訂が生じること自体を特に問題とする必要はないと考える立場もあり得

る。しかし法人企業統計に関しては、法人企業統計研究会での議論において、社会的影

響の大きい官庁統計としての性格上、一般にあまり大きな改訂をもたらすモデル変更は

望ましくないという意見が出されたため、これを受けて安定性の確保に配慮したモデル

選択法が検討され、2011年 10-12月期から採用されることとなった。

本稿では、この新しいモデル選択法について説明するとともに、追加的に行ったいく

つかのシミュレーション結果について示す。また、法人企業統計では 2008年から 2009年

にかけてリーマン・ショックに起因するデータの大きなレベルシフトが発生しているが、

これをダミー変数により処理する方法についても合わせて検討した。

以下、第 2節では新しいモデル選択方式の説明と試算結果を、第 3節では異常値への対

応方針を、第 4節では新方式と異常値処理の両方を適用したモデル選択結果を示し、第 5

節で新しいモデルについてまとめた。また、第 6節では旧方式と新方式の比較結果を示

し、第 7節に結論を述べた。

2 新しいモデル選択方式

2.1 季節調整値の安定性の指標とモデル替え

まず t期までのデータが得られた場合の s期 (s ≤ t)における季節調整値をAs|tと表記

し、この季節調整系列に基づく前期比成長率を

Rs|t =
As|t − As−1|t

As−1|t
× 100 (s ≤ t) (1)

と表すとする。一般に、Rs|t, Rs|t+1, Rs|t+2, · · · の変化の程度が小さいほど公表済み季節
調整値の改訂幅が小さく、季節調整の安定性が高いと考えられる。
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モデル替えが行われる場合には、直近の公表に使用したモデル（以下「現行モデル」と

表記）と新たに選択されるモデルとの間で、さらに大きな乖離が発生する可能性がある。

現行モデルによる季節調整値および前期比成長率をそれぞれ Ac
s|tおよびRc

s|tとする。

さらに、K個のモデル候補があるときに、その中の一つを用いた季節調整値および前期

比成長率をそれぞれA
(k)
s|t およびR

(k)
s|t (k = 1, · · · ,K)とする。

いま tを直近として、{Rc
t|t, R

c
t−1|t, R

c
t−2|t, · · · }が直近の前期比成長率として公表され

た後に、K 個の候補の中から t + 1期以降の公表に用いるモデルの選択を行う状況を考

える。ただし、選択の時点では t + 1期における原数値はまだ利用可能ではないとする。

以上の設定の下で、モデル替えによる現行モデルからの改訂の程度を評価するために、

指標 SR
(k)
m (Standard Revision)を

SR(k)
m =

1
m

m−1∑
j=0

∣∣∣Rc
t−j|t − R

(k)
t−j|t

∣∣∣ (1 ≤ k ≤ K) (2)

と定義する1。SR
(k)
m は、モデル替えによって過去m期間の前期比増加率が 1期あたり平

均何パーセントポイント改訂されるかを表している。SR
(k)
m を最小にするモデルは明ら

かに現行モデルであり、SR
(k)
m が小さいモデルほど過去の公表値からの改定幅が小さい

ことを表す。

2.2 安定性を考慮したモデル選択

前節で定義した指標を利用し、与えられた境界値 a (0 ≤ a)に対して

k̂ = arg min
k

AIC(k) subject to SR(k)
m ≤ a

として、モデル k̂を最適モデルとする。ここでAIC(k)はモデル kのAICを表すものと

する。これを手順の形で書き下すと、

(1) K 個の候補モデルの全てについて、AICと SRを計算する。

(2) 与えられた境界値 a (0 ≤ a)より SRが小さいモデルのみを候補として限定する。
1これは 2つのデータ系列の間のある種の数学的距離を定義したものであるが、一般には様々な定義の仕

方がある。例えば

SR(k)
m =

(
1

m

m−1X
j=0

˛̨̨
Rc

t−j|t − R
(k)

t−j|t

˛̨̨w) 1
w

(1 ≤ w)

のような形式も考えられるが、ここでは直感的に理解しやすい w = 1のケースを採用した。
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(3) 限定された候補の中からAICを最小化するモデルを選択する。

となる。

この方法では、a = 0の場合には必ず現行モデルが選択され、a = ∞の場合には現在
のモデル選択法と同一の結果が得られる。従って、SRを利用してモデル候補を限定する

方式は、従来のモデル選択法を特殊ケースとして包含する、より一般的な方法になって

いる2。

2.3 試算結果

現行モデルのAICをAICc、モデル kのAICをAIC(k)として、モデル kによる現行

モデルからの改善幅を

D(k) = AIC(k) − AICc

と定義する。

直近を 2011年 7-9月期とし、K = 81とした場合のD(k)と SR(k)の関係を図 2-1に示

した。なお、現在の四半期別調査では直近を含めて過去 5期の成長率を公表しているこ

とから、以下ではm = 5とした。

図 2-1では、現行モデルはD = 0の線上に位置しており、これより下側にプロットさ

れるモデルでは現行モデルよりもAICが改善される。全体としては、左下に位置するモ

デルほど良いモデルとなる。前節で示した手順に従うと、SR ≤ aの範囲で最もDが小

さいモデルが最適モデルとして採用される。

様々な aに対して選択される最適モデルを表 2-1から表 2-6に示した。例えば、売上

高の製造業（表 2-1）では、a = 1.0とした場合には、モデル候補は 81通りから 67通り

に絞られ、その中から最適モデルとして (212)(210)が選ばれることになる。

2t期において、現行モデルによる成長率 {Rc
t|t, R

c
t−1|t, R

c
t−2|t, · · · }が公表値として発表された後、t + 1

期における原数値が内部的に利用できるようになった時点で、t +1期以降で採用するモデルを選択するケー
スも考えられる。この場合は改定幅の指標として

fSR
(k)

m =
1

m

m−1X
j=0

˛̨̨
Rc

t−j|t − R
(k)

t−j|t+1

˛̨̨
を用いることができる。このような”連鎖方式”を利用すれば過去の公表値の改定幅をより確実にコントロー
ルすることができる。ただし、現行の選択方式を含んだ方式にはならない。この方式の試算結果を第 6節に
示している。
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様々な aに対して選択される最適モデルを表 2-1から表 2-6に示した。例えば、売上

高の製造業（表 2-1）では、a = 1.0とした場合には、モデル候補は 81通りから 67通り

に絞られ、その中から最適モデルとして (212)(210)が選ばれることになる。

このような方法により、過去の公表値からの改定幅を実務上要求される適当な範囲に収

めながら、統計的に当てはまりの良いモデルを選択することができる。例として a = 1.0

の場合の前期比増加率を従来の方法と比較した結果を表 2-7に示した。ここで「現行モ

デル」は直近 (2011/7-9)の公表値、「最適」は新しい選択方式で選択した結果をそれぞれ

表す。なお、「最適 (a = ∞)」は候補を限定せずに 81通りのモデルから選択した結果を

表している。表 2-7において、「現行モデル」と「最適 (a = ∞)モデル」の間の数値の

乖離が、モデル替えによる過去公表値の改訂幅となっている。改訂幅は系列によって異

なるが、特に製造業経常利益の項目を見ると、2010年 1-3月期では現行モデルで−4.71

％であった増加率が、モデル替えによって−8.17％になるという大幅な改訂が生じてい

る。この系列について a = 1.0とした制約の下でのモデル選択を行うと、より現行モデ

ルに近い結果を与えるモデルが選択される。

なお、表 2-7によると、a = 1とした場合には、製造業経常利益のケースについてのみ

モデル候補の制限が機能し、最適 (a = ∞)モデルよりも現行モデルにより近い結果を与

えるモデルが選択されていることが分かる。

3 異常値への対応

3.1 ダミー変数の導入

近年の日本経済の特徴として、マクロ経済時系列の激しい変動が挙げられる。特に 2008

年から 2009年にかけて起きた、いわゆるリーマン・ショックの影響は、各種のマクロ統

計や官庁統計においても明瞭に観察することができる。

まず法人企業統計で季節調整値を算出している各系列の原系列を図 3-1に示しておく。

図からは、2008年 10-12月期前後から 1年程度の間に非常に大きな落ち込みを見せてい

る系列がいくつか存在することが分かる。また、大きな落ち込みの後に急激なV字回復

が生じている系列も存在する。

このような局所的な大きなレベルの変化を含んだデータにX-12-ARIMAを適用する際

には、RegARIMAモデルの中に変化を適切に表現する回帰変数を導入する必要がある。

回帰変数による調整を行わない場合、ARIMAモデルの推定が適切に行われず、モデル
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図 2-1: AICの改善幅Dと SRの関係
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図 3-1: 原系列と変化点の候補

(注)縦の点線上の値が 4-6月期を表す。実線、破線、鎖線がそれぞれ t0, t1, t2 の候補を表す。
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図 3-2: rp[t0,t1](t)の例

による短期予測に偏りが生じる可能性がある。一般に、予測の偏りは最終的な季節調整

値の安定性を低下させる。

図 3-1に見られるような時系列上で発生した大きな変化は、様々な統計モデルで表現で

きる。経済学では変化点の統計モデルとして、１時点におけるマクロショックをダミー変

数などでモデル化する方法が一般的であるが、法人企業統計の各系列では複数の期間にわ

たって大きな変化が継続しているため、統計モデルとしては１時点の変化点ではなく、少

なくとも２時点のモデル化が必要であると思われる。そのため、ここではX-12-ARIMA

に組み込まれているダミー変数のひとつである Ramp変数の利用を検討した。Ramp変

数は

rp[t0,t1](t) =

⎧⎪⎪⎪⎨⎪⎪⎪⎩
−1 t ≤ t0

t−t0
t1−t0

− 1 t0 < t < t1

0 t ≥ t1

(3)

により定義されるダミー変数で、時点 t0でシフトが発生し、時点 t1でシフトが終了する

という状況を表現している。Ramp変数の例を図 3-2に示した。

さらに、このようなダミー変数を複数用いることにより、より複雑な変化が表現でき

35



t0 t1 t2

-1

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

図 3-3: rp[t0,t1,t2](t)の例

る。例えば t0, t1, t2 の 3時点においてレベルが変化する場合には、レベルシフトを表す

次のようなダミー変数 rp[t0,t1,t2](t)

rp[t0,t1,t2](t) = α1rp[t0,t1](t) + α2rp[t1, t2](t)

を考えることができる。α1 = −2, α2 = 1とした場合の rp[t0,t1,t2](t)の例を図 3-3に示し

た。このような変数を利用することで、ショックによる急激な落ち込みと、回復局面の両

方を表現することができる。

3.2 法人企業統計への適用

法人企業統計におけるリーマン・ショックの影響ついては、時系列プロットから判断し

て、下降と回復の 2局面を考慮すればほぼ十分であると考えられるため、以下では変化

点のモデルとして

(1) 変化点なし

(2) rp[t0, t1]　（下降局面のみ）
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(3) rp[t0, t1, t2]　（下降局面と回復局面）

の 3種類を検討する。

Ramp変数の適用するためには変化点を確定する必要があり、その変化点を正確に推

定することが重要な問題となる。ここでは原系列の図より視覚的に読み取れる変化点の

前後にいくつかの候補となる時点を設定し、統計量 AICで比較して AICが最小となる

Reg-ARIMAモデルを選択する方針を採用した。具体的には

• t0の候補時点：2008.4-6 2008.7-9 2008.10-12

• t1の候補時点：2009.1-3 2009.4-6 2009.7-9

• t2の候補時点：2009.10-12 2010.1-3 2010.4-6

とした。図 3-1には、これらの候補点が縦線で示されている。以上の設定の下でダミー

変数の組み合わせは、ダミーを入れないケースも含めて合計で 37 通りとなる。また、

ARIMAモデルの候補は 81通りの中から選択するので、モデルの候補の総数は 1系列に

つき 81 × 37 = 2997通りである。これらの全ての組み合わせについて総当りで推定を行

い、現行モデルからのAICの改善幅が最も大きいモデルを採用する。

4 2011年10-12月期公表に使用するモデルの選択

4.1 試算結果

まず第 3節で導入した Ramp変数に、第 2節で導入したモデル制限法を組み合わせて

選択した結果を表 4-1から表 4-6に示した。これらの表では、aを 0.0から∞に変化さ
せた各ケースで選択される最適モデルを表示している。a = 0.0ならば必ず現行モデルが

選択され、a = ∞ならば従来の方式によるモデル選択結果が与えられることに注意され
たい。また、a = 0.0, 1.0, 2.0, 3.0,∞での各最適モデルによる前期比増加率の比較結果を
表 4-7に示した。

4.2 指標 aの選択

指標 aは、モデル替えによって発生する過去の前期比増加率の改訂幅の 1期あたり平

均値の上限を表しているが、aとしてどの値を採用すべきかについては統計的基準があ
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るわけではないため、aの数値の決定では官庁統計として季節調整の安定性をどの程度

確保すべきかという実務的判断がベースとなる。aを小さく取ると、過去公表値の改訂

が小さくなるという意味で季節調整の安定性が向上するが、考慮するモデルの候補数が

減少することにより、AIC最小化の観点からの統計的最適性が犠牲になるというトレー

ド・オフの関係があるため、aの決定には実際の計算結果に即したバランスの取れた判断

が重要である。法人企業統計四半期別調査に関しては、法人企業統計研究会での議論に

おいて、a = 1.0程度が適当ではないかという意見が出された。以下では、そうした意見

に基づいて、a = 1.0とした場合に制約をかけたモデル選択法がどのように機能するかを

確認する。

まず、表 4-1から表 4-6の a = ∞のケースについて SR値を確認すると、製造業経常

利益を除いて概ね 2.0以内に収まっており、1.0以下の系列もあるため、a = 1.0の制約を

課した場合の影響は比較的小さいと予想される。また、a = 1.0のケースでの候補率は、

経常利益製造を除くと 0.2 ∼ 1.0となっている。ここで検討しているモデル数は 1系列に

つき 2997通りなので、a = 1.0とした場合にはそれぞれおよそ 600通りから 2997通りの

候補の中からが最適モデルが選択されており、一定の候補数が確保されているといえる。

表 4-7によると、経常利益非製造業以外の系列では、実際の季調値に基づく前期比増

加率においても、制限を課した場合の影響は比較的小さく、これらの系列では a = 1.0に

よる制限最適モデルを使用することで、現行モデルからの乖離を抑えつつ統計的に望ま

しいモデルに移行することが可能と思われる。

一方、製造業経常利益については、非制限 (a = ∞)最適モデルの現行モデルからの乖

離幅 SRが 5.69とかなり大きくなっているため（表 4-3参照）、aによる制約条件がモデ

ル選択に及ぼす影響が大きく、対応にやや注意が必要である。なお、紙面の都合により結

果は省略したが、Ramp変数の傾向を見ると、非制限 (a = ∞)モデルでは、AICの上位

のモデルはいずれも下降・回復の両局面を含むモデルであるが、制限モデルでは、a = 1.0

の制限の下で選択された変化点モデルはいずれも回復局面の無いタイプが上位に来てい

る。製造業経常利益は図 3-1の現系列プロットでは明瞭な V字状の推移を示しているの

で、a = 1.0の制限の下での Ramp変数の選択結果はやや不合理と思われる。また、表

4-3によると、a = 1.0の場合の候補率は 0.04とかなり小さくなっている。これらを総合

すると、製造業経常利益については a = 1.0という制限が強過ぎて、統計的にはあまり

適切ではないモデルが選択される傾向が強いと考えられる。

製造業経常利益に関して aをどの程度増加させるべきかについて明確な基準は無いが、

38



aはあくまで実務上の目安であり、切りの良い明確な数値であることが望ましいため、こ

こでは表 4-3の結果から a = 2.0を候補として考える。表 4-3でAICの改善幅Dを見る

と、a = 1.0の場合は−13.65、a = 2.0の場合は−78.08、a = ∞の場合は−83.21となっ

ており、a = 1.0に比べると a = 2.0の場合には制約を課さないモデル選択を行った場合

に近い AICの大幅な改善が見られる。他方、aを 2.0から 3.0に増加させても AICの改

善幅は小さく、表 4-7で前期比増加率を a = 3.0の場合と比較しても概ね同様のパターン

が得られるため、aを 3.0まで増加させることに積極的な意味は無いと思われる。Ramp

変数についても、a = 2.0と a = 3.0では、下降・回復の両局面を含んだ同様の変数が選

択されており、差が生じない。以上の理由から、製造業経常利益については、a = 2.0を

選択するものとする。

なお、こうしたモデル候補の制限は、あくまで季節調整値を安定させるために考えら

れる手法の一つに過ぎず、パラメータ aについても、固定された値を機械的に採用する

のではなく、推定結果に基づいて柔軟に設定されるべきであるという点を指摘しておく。

例えば、法人企業統計でも製造業経常利益については 2009年 1-3月期に負値を取ってお

り、そのような場合には季調値の前期比を比較することの意味は不明瞭となる。

5 法人企業統計で採用された方法

従来のモデル選択法を拡張し、段階的にモデル候補を制限する手順について検討した。

新方式により、過去の公表済み季節調整の改訂を一定の範囲に収めながら、AICの観点

で統計的に最適なモデル選択を行うことが可能になると考えられる。

新たに導入されたパラメータ aをどう決定するかについては、モデル替えの都度、推

定結果に基づく検討が必要だが、法人企業統計四半期別調査では、2011年 7-9月期まで

のデータに基づく試算結果によると、a = 1.0 ∼ 2.0程度に設定することで良好な結果が

得られた。

また、モデル制限の手法と組み合わせて、リーマン・ショックに対応する変化点モデル

の導入を検討した。

以上の結果に基いて、法人企業統計調査では 2011年 10-12月期以降の公表において、

次のような方針が採用されることとなった。

(1) 2011年 10-12月期の公表で用いるモデル選択では、リーマン・ショックに起因する

異常な変動への対応として、本稿第 3節で検討した方式により Ramp変数を導入
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する。モデル選択は制約付きの方法を採用し、a = 1.0とする。ただし製造業経常

利益系列のみ a = 2.0とする。具体的には表 5-1の通りである。

(2) 今後の定期的なモデル選択作業においては制約付きのモデル選択法を用い、季節調

整の安定性に配慮したモデルを採用する。その際には a = 1.0 ∼ 2.0程度を基本と

しつつ、継続的に検討を行う。

6 シミュレーション

新しいモデル選択法では、1期前の公表値との乖離幅をコントロールした上でモデル選

択を行うが、現状の方針ではモデル選択は年 1回程度としているため、長期的に運用し

場合にどの程度改訂が抑えられるかは明瞭ではない。本節では、制約を課したモデル選

択法を継続的に適用した場合の改訂幅をシミュレーションによって求めた結果を示す。

ここでは、現時点を tとし、t期までのデータが利用可能であるときに、t + 1期の季調

値の算出に使用するモデルを選択するという状況を考えて、次の 2つの方式によるモデ

ル選択方法を比較する。

(1) t + 1期のデータを用いずにモデル選択を行なって決定したモデルを利用し、t + 1

期の季調値を算出する。すなわち

k̂ = arg min
k

AIC(k) subject to SR(k)
m ≤ a

によりモデルを選択し、季調値を求める。

(2) t + 1期までのデータを利用してモデル選択を行い、選択されたモデルにより t + 1

期の季調値を算出する。すなわち

S̃R
(k)

m =
1
m

m−1∑
j=0

∣∣∣Rc
t−j|t − R

(k)
t−j|t+1

∣∣∣
とした上で、

k̂ = arg min
k

AIC(k) subject to S̃R
(k)

m ≤ a

によりモデルを選択し、季調値を求める。
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t + 1期までの情報をモデル選択に反映させるためには (2)の方式の方が望ましいが、

法人企業統計ではデータ公表前後の作業スケジュールの問題により、公表直前にモデル

選択をするのではなく、予めモデルを選択しておくことができる (1)の方式が採用されて

いる。

6.1 計算結果

シミュレーションでは

1. 2009年 10-12月期までのデータにより制約を課さない方法によって最適モデルを

選択する。

2. 2009年 10-12月期以降、2012年 4-6月期までの間に、1期ずつデータが追加されて

いく状況を想定し、各期で計算された前期比増加率を記録する。

3. 最初のモデル選択を行った後に、4期ごとにモデル選択を行う。

という手順で行う。ただし、各系列の推定では、消費税に対応する外れ値とリーマン・

ショックに対応する変化点ダミーを表 5-1と同様に設定している。

図 6-1から図 6-4に結果を示した。各図は、各時点での季調値に基づく前期比増加率

を、過去 5期間に関してプールし、5つの数値の最大値と最小値を結んだグラフである。

従って、図の 2本の折れ線の幅が過去公表値の改訂幅を表しており、2本の折れ線が近い

ほど公表値が安定していると解釈することができる。また、図中の垂直のラインがモデ

ル選択を行ったタイミングを表している。垂直のラインは点線と実線の 2種類があるが、

点線はモデル選択を行った結果、前回のモデルと同じ物が選択されたことを表し、実線

は実際にモデルが変更されたことを表す。

図 6-1は、従来法人企業統計で行われていた、制約をかけないモデル選択を 1年に 1

回実施するという方法に対応している。図 6-2は、2011年 10-12月期以降採用された制

約付きのモデル選択法による結果に対応している。また、図 6-3および図 6-4は直近公

表値のためのモデル選択に、直近のデータまでを用いる (2)の方法に対応している。この

うち図 6-3は制約無しのモデル選択法の結果を、図 6-4は制約有りのモデル選択法の結

果をそれぞれ表している。また、図 6-2および図 6-4の結果を得る際の制約パラメータ

aは、経常利益（製造業）で 2、それ以外の系列で 1としている。なお、このシミュレー

41



10/1-3 11/1-3 12/1-3
-20

0

20
売上高(製造業)

10/1-3 11/1-3 12/1-3
-20

0

20
売上高(非製造業)

10/1-3 11/1-3 12/1-3
-20

0

20
経常利益(製造業)

10/1-3 11/1-3 12/1-3
-20

0

20
経常利益(非製造業)

10/1-3 11/1-3 12/1-3
-20

0

20
設備投資(製造業)

10/1-3 11/1-3 12/1-3
-20

0

20
設備投資(非製造業)

図 6-1: 方式 (1)による推計（制約無しモデル選択）
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図 6-2: 方式 (1)による推計（制約有りモデル選択）
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図 6-3: 方式 (2)による推計（制約無しモデル選択）
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図 6-4: 方式 (2)による推計（制約有りモデル選択）
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ションでのモデル選択のタイミングは、2009年 10-12月期以降 1年毎に機械的に行うと

いうとしており、実際の法人企業統計での運用とは異なっている点に注意されたい。

図 6-1および図 6-2によると、両者には大きな違いが見られない。これは、リーマン・

ショックによる大きな変動をダミー変数により調整した場合、それ以降のデータの変動は

比較的安定しており、モデル選択が制約の範囲内で行われているためであると考えられ

る。なお経常利益（非製造業）については、2011年 1-3月期で 2本の折れ線の乖離が 10

パーセントポイント程度になっており、やや改訂幅が大きい。

他方、(2)の方式による結果である図 6-3と図 6-4を比較すると、各系列で概ね似た動

きを示しているが、経常利益（製造業）で制約付きモデル選択法の方（図 6-4）がやや安

定的に推移している。(2)の方式ではモデル選択の際に直近のデータまで利用しているた

め、全体的に乖離が抑えられる傾向になると思われる。

7 結論と展望

本稿では、法人企業統計調査において 2011年 10-12月期に採用された、安定性を考慮

した制約条件付きのモデル選択法について説明し、幾つかのシミュレーション結果を示

した。

X-12-ARIMA の通常の運用では、新規データが追加されるたびに内部モデルのパラ

メータの最尤推定をやり直すことになるため、モデルの次数を変更しない場合でもアウ

トオブサンプルの予測値は毎回変更され、過去の推計値も影響を受ける。この効果とモ

デル変更による効果を分別することは困難だが、本稿で検討した結果によると、モデル

変更に起因する改訂については、制約条件を設定したモデル選択法を用いることにより、

一定程度コントロールすることができると思われる。

しかしながら、制約条件を付加した場合、AICを最小化するという意味で最適なモデ

ルが必ずしも選ばれないことになるため、これが原因となって点予測の精度が低下する

というトレードオフが生じる可能性も考えられる。これについては今後より詳細な検討

が必要であろう。

また、シミュレーション結果によると、データ公表の直前に、直近のデータまでを利

用してモデル選択を行った方がより安定的な結果が得られる可能性が示唆される。こう

した手法は現場での作業負担上の都合により採用が困難であるとは予想されるが、概し

てX-12-ARIMAでは逐次的に設定を修正しつつデータの公表を行うという運用方法に関
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する機能がやや弱いため、様々な可能性を検討しつつ適切な運用方法を継続的に模索す

ることが必要だと思われる。
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8 数表

表 2-1: 最適モデル：売上高 (製造業)

(m = 5)

a モデル D SR 候補数

0.00 (1 1 0)(2 1 2) 0.000 0.000 1

0.25 (1 1 0)(2 1 1) -1.964 0.030 11

0.50 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 34

0.75 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 56

1.00 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 67

1.25 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 71

1.50 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 72

1.75 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 72

2.00 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 77

2.25 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 81

2.50 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 81

2.75 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 81

3.00 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 81

3.25 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 81

3.50 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 81

3.75 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 81

4.00 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 81

4.25 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 81

4.50 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 81

4.75 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 81

5.00 (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 81

∞ (2 1 2)(2 1 0) -4.788 0.349 81

・各 aに対応する最適モデルを表している。

48



表 2-2: 最適モデル：売上高 (非製造業)

(m = 5)

a モデル D SR 候補数

0.00 (0 1 0)(1 1 0) 0.000 0.000 1

0.25 (0 1 0)(1 1 0) 0.000 0.000 9

0.50 (1 1 1)(0 1 1) -7.513 0.311 23

0.75 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 60

1.00 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 74

1.25 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 80

1.50 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 80

1.75 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 81

2.00 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 81

2.25 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 81

2.50 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 81

2.75 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 81

3.00 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 81

3.25 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 81

3.50 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 81

3.75 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 81

4.00 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 81

4.25 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 81

4.50 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 81

4.75 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 81

5.00 (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 81

∞ (2 1 2)(0 1 1) -7.565 0.579 81

・各 aに対応する最適モデルを表している。
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表 2-3: 最適モデル：経常利益 (製造業)

(m = 5)

a モデル D SR 候補数

0.00 (1 1 0)(0 1 1) 0.000 0.000 1

0.25 (2 1 1)(0 1 1) -8.380 0.234 25

0.50 (2 1 1)(0 1 1) -8.380 0.234 33

0.75 (2 1 1)(0 1 1) -8.380 0.234 39

1.00 (2 1 1)(0 1 1) -8.380 0.234 43

1.25 (2 1 1)(0 1 1) -8.380 0.234 47

1.50 (2 1 1)(0 1 1) -8.380 0.234 56

1.75 (1 1 2)(2 1 1) -10.745 1.686 66

2.00 (1 1 2)(2 1 1) -10.745 1.686 66

2.25 (1 1 2)(2 1 1) -10.745 1.686 69

2.50 (1 1 2)(2 1 1) -10.745 1.686 69

2.75 (1 1 2)(2 1 1) -10.745 1.686 70

3.00 (1 1 2)(2 1 1) -10.745 1.686 72

3.25 (1 1 2)(2 1 1) -10.745 1.686 74

3.50 (1 1 2)(2 1 1) -10.745 1.686 77

3.75 (1 1 2)(2 1 1) -10.745 1.686 79

4.00 (1 1 2)(2 1 1) -10.745 1.686 80

4.25 (1 1 2)(2 1 1) -10.745 1.686 80

4.50 (1 1 2)(2 1 1) -10.745 1.686 80

4.75 (1 1 2)(2 1 1) -10.745 1.686 80

5.00 (1 1 2)(2 1 1) -10.745 1.686 80

∞ (1 1 2)(2 1 1) -10.745 1.686 81

・各 aに対応する最適モデルを表している。
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表 2-4: 最適モデル：経常利益 (非製造業)

(m = 5)

a モデル D SR 候補数

0.00 (2 1 2)(0 1 1) 0.000 0.000 1

0.25 (2 1 1)(0 1 1) -1.782 0.160 3

0.50 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 12

0.75 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 23

1.00 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 58

1.25 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 67

1.50 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 76

1.75 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 80

2.00 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 80

2.25 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 81

2.50 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 81

2.75 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 81

3.00 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 81

3.25 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 81

3.50 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 81

3.75 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 81

4.00 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 81

4.25 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 81

4.50 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 81

4.75 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 81

5.00 (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 81

∞ (2 1 2)(1 1 1) -4.437 0.461 81

・各 aに対応する最適モデルを表している。
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表 2-5: 最適モデル：設備投資 (製造業)

(m = 5)

a モデル D SR 候補数

0.00 (1 1 2)(0 1 2) 0.000 0.000 1

0.25 (1 1 2)(0 1 2) 0.000 0.000 10

0.50 (2 1 2)(0 1 2) -0.339 0.322 34

0.75 (2 1 2)(0 1 2) -0.339 0.322 39

1.00 (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 59

1.25 (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 68

1.50 (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 76

1.75 (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 77

2.00 (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 77

2.25 (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 81

2.50 (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 81

2.75 (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 81

3.00 (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 81

3.25 (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 81

3.50 (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 81

3.75 (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 81

4.00 (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 81

4.25 (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 81

4.50 (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 81

4.75 (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 81

5.00 (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 81

∞ (1 1 2)(0 1 1) -1.158 0.751 81

・各 aに対応する最適モデルを表している。
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表 2-6: 最適モデル：設備投資 (非製造業)

(m = 5)

a モデル D SR 候補数

0.00 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 1

0.25 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 18

0.50 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

0.75 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

1.00 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

1.25 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

1.50 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

1.75 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

2.00 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

2.25 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

2.50 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

2.75 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

3.00 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

3.25 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

3.50 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

3.75 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

4.00 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

4.25 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

4.50 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

4.75 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

5.00 (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

∞ (0 1 2)(1 1 2) 0.000 0.000 81

・各 aに対応する最適モデルを表している。
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表 2-7: 増加率比較：Ramp無しモデル

モデル 10/7-9 10/10-12 11/1-3 11/4-6 11/7-9

売上高 (製造業) 現行モデル -6.62 0.54 1.71 -8.25 4.85

最適 (a = 1.0) -6.89 0.40 2.43 -8.45 4.43

最適 (a = ∞) -6.89 0.40 2.43 -8.45 4.43

売上高 (非製造業) 現行モデル -9.82 1.84 -0.50 -3.42 0.72

最適 (a = 1.0) -10.42 2.49 -0.77 -3.00 -0.24

最適 (a = ∞) -10.42 2.49 -0.77 -3.00 -0.24

経常利益 (製造業) 現行モデル 2.85 0.67 -4.71 -11.93 -0.78

最適 (a = 1.0) 3.13 0.35 -4.70 -11.96 -0.26

最適 (a = ∞) 3.08 0.32 -8.17 -7.88 -1.12

経常利益 (非製造業) 現行モデル -5.27 12.21 -7.77 -11.01 5.75

最適 (a = 1.0) -4.86 12.00 -7.48 -11.65 6.51

最適 (a = ∞) -4.86 12.00 -7.48 -11.65 6.51

設備投資 (製造業) 現行モデル 4.50 4.06 0.67 -9.77 2.99

最適 (a = 1.0) 5.05 3.45 1.54 -10.67 3.82

最適 (a = ∞) 5.05 3.45 1.54 -10.67 3.82

設備投資 (非製造業) 現行モデル -1.22 -2.90 -3.60 -4.32 -5.84

最適 (a = 1.0) -1.22 -2.90 -3.60 -4.32 -5.84

最適 (a = ∞) -1.22 -2.90 -3.60 -4.32 -5.84
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表 4-1: 最適モデル：売上高 (製造業)

(m = 5)

a ARIMA t0 t1 t2 D SR 候補率

0.00 (1 1 0)(2 1 2) 0.00 0.00 0.00

0.25 (2 1 2)(2 1 0) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -38.25 0.08 0.01

0.50 (2 1 2)(2 1 0) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -38.25 0.08 0.05

0.75 (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -38.53 0.71 0.12

1.00 (2 1 2)(2 1 0) 08/4-6 09/4-6 10/1-3 -40.96 0.92 0.20

1.25 (2 1 2)(1 1 2) 08/10-12 09/1-3 -43.07 1.17 0.33

1.50 (1 1 2)(0 1 1) 08/10-12 09/1-3 10/4-6 -58.60 1.44 0.49

1.75 (2 1 2)(2 1 0) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 -69.22 1.54 0.61

2.00 (2 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -87.68 1.97 0.76

2.25 (2 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -87.68 1.97 0.88

2.50 (2 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -87.68 1.97 0.94

2.75 (2 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -87.68 1.97 0.98

3.00 (2 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -87.68 1.97 0.99

3.25 (2 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -87.68 1.97 0.99

3.50 (2 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -87.68 1.97 1.00

3.75 (2 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -87.68 1.97 1.00

4.00 (2 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -87.68 1.97 1.00

4.25 (2 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -87.68 1.97 1.00

4.50 (2 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -87.68 1.97 1.00

4.75 (2 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -87.68 1.97 1.00

5.00 (2 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -87.68 1.97 1.00

∞ (2 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -87.68 1.97 1.00

・各 aに対応する最適モデルを表している。

・候補率は制約を満たすモデル候補数を全モデル候補数で除した値を表す。
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表 4-2: 最適モデル：売上高 (非製造業)

(m = 5)

a ARIMA t0 t1 t2 D SR 候補率

0.00 (0 1 0)(1 1 0) 0.00 0.00 0.00

0.25 (2 1 2)(0 1 1) 08/4-6 09/4-6 09/10-12 -23.39 0.25 0.02

0.50 (1 1 2)(0 1 1) 08/7-9 09/4-6 10/4-6 -38.98 0.46 0.09

0.75 (2 1 2)(0 1 0) 08/7-9 09/4-6 10/4-6 -41.80 0.56 0.26

1.00 (0 1 2)(1 1 0) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -43.02 0.95 0.47

1.25 (0 1 2)(0 1 1) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -45.96 1.14 0.67

1.50 (0 1 2)(0 1 1) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -45.96 1.14 0.82

1.75 (0 1 2)(2 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -46.46 1.50 0.91

2.00 (0 1 2)(2 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -46.46 1.50 0.97

2.25 (0 1 2)(2 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -46.46 1.50 0.99

2.50 (0 1 2)(2 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -46.46 1.50 1.00

2.75 (0 1 2)(2 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -46.46 1.50 1.00

3.00 (0 1 2)(2 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -46.46 1.50 1.00

3.25 (0 1 2)(2 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -46.46 1.50 1.00

3.50 (0 1 2)(2 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -46.46 1.50 1.00

3.75 (0 1 2)(2 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -46.46 1.50 1.00

4.00 (0 1 2)(2 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -46.46 1.50 1.00

4.25 (0 1 2)(2 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -46.46 1.50 1.00

4.50 (0 1 2)(2 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -46.46 1.50 1.00

4.75 (0 1 2)(2 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -46.46 1.50 1.00

5.00 (0 1 2)(2 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -46.46 1.50 1.00

∞ (0 1 2)(2 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 -46.46 1.50 1.00

・各 aに対応する最適モデルを表している。

・候補率は制約を満たすモデル候補数を全モデル候補数で除した値を表す。
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表 4-3: 最適モデル：経常利益 (製造業)

(m = 5)

a ARIMA t0 t1 t2 D SR 候補率

0.00 (1 1 0)(0 1 1) 0.00 0.00 0.00

0.25 (2 1 1)(0 1 1) -8.38 0.23 0.01

0.50 (2 1 1)(0 1 1) -8.38 0.23 0.02

0.75 (2 1 1)(0 1 1) 08/4-6 09/4-6 -13.34 0.58 0.02

1.00 (2 1 1)(0 1 1) 08/7-9 09/4-6 -13.65 0.96 0.04

1.25 (2 1 2)(0 1 0) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 -58.88 1.20 0.08

1.50 (0 1 0)(2 1 0) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 -72.40 1.37 0.10

1.75 (1 1 1)(0 1 1) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 -74.19 1.72 0.13

2.00 (0 1 0)(0 1 1) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 -78.08 1.76 0.17

2.25 (0 1 0)(0 1 1) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 -78.08 1.76 0.20

2.50 (0 1 0)(0 1 1) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 -78.08 1.76 0.24

2.75 (1 1 2)(0 1 2) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 -81.45 2.69 0.30

3.00 (1 1 2)(0 1 1) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 -82.53 2.91 0.36

3.25 (1 1 2)(0 1 1) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 -82.53 2.91 0.42

3.50 (1 1 2)(0 1 1) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 -82.53 2.91 0.47

3.75 (1 1 2)(0 1 1) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 -82.53 2.91 0.51

4.00 (1 1 2)(0 1 1) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 -82.53 2.91 0.55

4.25 (1 1 2)(0 1 1) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 -82.53 2.91 0.60

4.50 (1 1 2)(0 1 1) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 -82.53 2.91 0.65

4.75 (1 1 2)(0 1 1) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 -82.53 2.91 0.70

5.00 (1 1 2)(0 1 1) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 -82.53 2.91 0.74

∞ (1 1 2)(0 1 2) 08/7-9 09/1-3 09/10-12 -83.21 5.69 1.00

・各 aに対応する最適モデルを表している。

・候補率は制約を満たすモデル候補数を全モデル候補数で除した値を表す。
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表 4-4: 最適モデル：経常利益 (非製造業)

(m = 5)

a ARIMA t0 t1 t2 D SR 候補率

0.00 (2 1 2)(0 1 1) 0.00 0.00 0.00

0.25 (1 1 0)(0 1 1) 08/4-6 09/4-6 -5.62 0.16 0.01

0.50 (0 1 1)(1 1 1) 08/4-6 09/4-6 09/10-12 -12.03 0.46 0.05

0.75 (2 1 2)(1 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -16.50 0.71 0.15

1.00 (2 1 2)(1 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -16.50 0.71 0.32

1.25 (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -21.08 1.22 0.48

1.50 (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -21.08 1.22 0.65

1.75 (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -21.08 1.22 0.76

2.00 (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -21.08 1.22 0.86

2.25 (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -21.08 1.22 0.94

2.50 (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -21.08 1.22 0.98

2.75 (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -21.08 1.22 0.99

3.00 (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -21.08 1.22 1.00

3.25 (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -21.08 1.22 1.00

3.50 (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -21.08 1.22 1.00

3.75 (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -21.08 1.22 1.00

4.00 (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -21.08 1.22 1.00

4.25 (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -21.08 1.22 1.00

4.50 (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -21.08 1.22 1.00

4.75 (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -21.08 1.22 1.00

5.00 (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -21.08 1.22 1.00

∞ (2 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 -21.08 1.22 1.00

・各 aに対応する最適モデルを表している。

・候補率は制約を満たすモデル候補数を全モデル候補数で除した値を表す。
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表 4-5: 最適モデル：設備投資 (製造業)

(m = 5)

a ARIMA t0 t1 t2 D SR 候補率

0.00 (1 1 2)(0 1 2) 0.00 0.00 0.00

0.25 (2 1 0)(0 1 1) 08/10-12 09/7-9 10/1-3 -6.14 0.19 0.01

0.50 (2 1 0)(0 1 1) 08/7-9 09/7-9 09/10-12 -8.30 0.46 0.11

0.75 (1 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 09/10-12 -12.71 0.60 0.24

1.00 (1 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 09/10-12 -12.71 0.60 0.41

1.25 (1 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 09/10-12 -12.71 0.60 0.62

1.50 (1 1 2)(1 1 2) 08/4-6 09/1-3 09/10-12 -12.83 1.39 0.74

1.75 (1 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 09/10-12 -13.16 1.63 0.83

2.00 (1 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 09/10-12 -13.16 1.63 0.90

2.25 (1 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 09/10-12 -13.16 1.63 0.95

2.50 (1 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 09/10-12 -13.16 1.63 0.98

2.75 (1 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 09/10-12 -13.16 1.63 0.99

3.00 (1 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 09/10-12 -13.16 1.63 1.00

3.25 (1 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 09/10-12 -13.16 1.63 1.00

3.50 (1 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 09/10-12 -13.16 1.63 1.00

3.75 (1 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 09/10-12 -13.16 1.63 1.00

4.00 (1 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 09/10-12 -13.16 1.63 1.00

4.25 (1 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 09/10-12 -13.16 1.63 1.00

4.50 (1 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 09/10-12 -13.16 1.63 1.00

4.75 (1 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 09/10-12 -13.16 1.63 1.00

5.00 (1 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 09/10-12 -13.16 1.63 1.00

∞ (1 1 2)(2 1 1) 08/4-6 09/1-3 09/10-12 -13.16 1.63 1.00

・各 aに対応する最適モデルを表している。

・候補率は制約を満たすモデル候補数を全モデル候補数で除した値を表す。
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表 4-6: 最適モデル：設備投資 (非製造業)

(m = 5)

a ARIMA t0 t1 t2 D SR 候補率

0.00 (0 1 2)(1 1 2) 0.00 0.00 0.00

0.25 (1 1 0)(1 1 2) 08/10-12 09/4-6 10/4-6 -2.16 0.20 0.08

0.50 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 0.59

0.75 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 0.94

1.00 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

1.25 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

1.50 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

1.75 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

2.00 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

2.25 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

2.50 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

2.75 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

3.00 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

3.25 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

3.50 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

3.75 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

4.00 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

4.25 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

4.50 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

4.75 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

5.00 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

∞ (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 -3.20 0.33 1.00

・各 aに対応する最適モデルを表している。

・候補率は制約を満たすモデル候補数を全モデル候補数で除した値を表す。
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表 4-7: 増加率比較：Rampありモデル

モデル 10/7-9 10/10-12 11/1-3 11/4-6 11/7-9

売上高 (製造業) 現行モデル -6.62 0.54 1.71 -8.25 4.85

最適 (a = 1.0) -7.97 1.37 2.11 -7.99 3.10

最適 (a = 2.0) -6.75 -1.24 -0.86 -3.68 4.03

最適 (a = 3.0) -6.75 -1.24 -0.86 -3.68 4.03

最適 (a = ∞) -6.75 -1.24 -0.86 -3.68 4.03

売上高 (非製造業) 現行モデル -9.82 1.84 -0.50 -3.42 0.72

最適 (a = 1.0) -10.20 1.82 -2.00 -1.50 -0.20

最適 (a = 2.0) -10.48 1.96 -2.67 -0.41 -0.83

最適 (a = 3.0) -10.48 1.96 -2.67 -0.41 -0.83

最適 (a = ∞) -10.48 1.96 -2.67 -0.41 -0.83

経常利益 (製造業) 現行モデル 2.85 0.67 -4.71 -11.93 -0.78

最適 (a = 1.0) 2.41 2.48 -5.62 -12.76 0.03

最適 (a = 2.0) 4.52 -3.77 -4.88 -10.30 0.12

最適 (a = 3.0) 4.88 -4.58 -6.61 -7.91 0.59

最適 (a = ∞) 8.08 0.62 -16.56 -5.28 3.87

経常利益 (非製造業) 現行モデル -5.27 12.21 -7.77 -11.01 5.75

最適 (a = 1.0) -5.04 10.44 -7.32 -10.50 6.34

最適 (a = 2.0) -6.06 11.27 -9.15 -9.57 7.31

最適 (a = 3.0) -6.06 11.27 -9.15 -9.57 7.31

最適 (a = ∞) -6.06 11.27 -9.15 -9.57 7.31

設備投資 (製造業) 現行モデル 4.50 4.06 0.67 -9.77 2.99

最適 (a = 1.0) 4.32 3.17 0.62 -8.54 2.33

最適 (a = 2.0) 2.45 3.26 1.02 -7.25 0.57

最適 (a = 3.0) 2.45 3.26 1.02 -7.25 0.57

最適 (a = ∞) 2.45 3.26 1.02 -7.25 0.57

設備投資 (非製造業) 現行モデル -1.22 -2.90 -3.60 -4.32 -5.84

最適 (a = 1.0) -0.90 -3.43 -3.38 -4.34 -5.24

最適 (a = 2.0) -0.90 -3.43 -3.38 -4.34 -5.24

最適 (a = 3.0) -0.90 -3.43 -3.38 -4.34 -5.24

最適 (a = ∞) -0.90 -3.43 -3.38 -4.34 -5.24
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表 5-1: 2011年 10-12月期の公表に用いるモデル

(m = 5)

系列 a ARIMA t0 t1 t2 消費税ダミー

売上高（製造業） 1.00 (2 1 2)(2 1 0) 08/4-6 09/4-6 10/1-3 無し

売上高（非製造業） 1.00 (0 1 2)(1 1 0) 08/7-9 09/1-3 10/4-6 有り

経常利益（製造業） 2.00 (0 1 0)(0 1 1) 08/7-9 09/1-3 10/1-3 無し

経常利益（非製造業） 1.00 (2 1 2)(1 1 1) 08/4-6 09/1-3 10/4-6 有り

設備投資（製造業） 1.00 (1 1 2)(1 1 2) 08/7-9 09/1-3 09/10-12 無し

設備投資（非製造業） 1.00 (1 1 0)(1 1 2) 08/4-6 09/4-6 10/4-6 無し
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